
 
「コロナとのつきあい方滋賀プラン」におけるステージについて 

 

 本県の現状は、新規報告数等の感染状況は改善傾向にあるものの、医療提供体制への負荷

は依然高い値で推移している。また、大阪府や京都府といった近隣府県で緊急事態宣言が延

長された。これらの状況を踏まえ、引き続き『警戒ステージ（ステージⅢ）』にあると判断する。 

 

*1「最大確保病床の占有率」は、確保計画病床の数（347 床）に対する割合 

*2「現時点の確保病床数の占有率」は、確保済みの病床等の数に対する割合 

*3「うち重症者用病床の最大確保病床の占有率」は、確保計画病床の数（50 床）に対する割合 

*4「直近 1 週間と先週 1 週間の陽性者数の比較」は、直近一週間の陽性者数が先週一週間に比較して   

多いか少ないか記載 

判断指標 
警戒ステージ 

（ステージⅢ）の基準 

現在の状況 

警戒ステージ（ステージⅢ） 

（２月４日時点） 

医
療
体
制
等
へ
の
負
荷 

①
病
床
の
ひ
っ
迫
具
合 

 病床全体 

最大確保病床の占有率 

20%以上 

最大確保病床の占有率 

46.4％ 

現時点の確保病床数の占有率 

25%以上 

現時点の確保病床数の占有率 

49.1% 

 うち重症者 

 用病床 

最大確保病床の占有率 

20%以上 

最大確保病床の占有率 

14.0% 

現時点の確保病床数の占有率 

25%以上 

現時点の確保病床数の占有率 

14.9% 

 ②療養者数 

人口 10 万人当たりの全療養者数 

15 人以上 

入院+自宅+宿泊 

人口 10 万人当たりの全療養者数 

18.3 人 

 

監
視 

体
制  ③PCR 等陽性率 10%以上 4.0% 

感
染
状
況 

 ④新規報告数 15 人/10 万人/週 以上 9.4 人 

 ⑤直近１週間と 

先週１週間の比較 
直近１週間が先週１週間より多い 少ない 

 ⑥感染経路不明割合 50%以上 23.3% 

資 料 ２ 



 

 

 

 

 ステージ判断については、参考指標も考慮し、総合的に判断を行う。 判断にあたっては、専門家

の意見も聴取 

 

各ステージの判断指標 

【参考指標】       

・大阪府、京都府等の近隣府県の感染状況  

・入院患者受入病床の稼働率(ピーク時の入院患者受け入れ病床数)  

・感染経路不明の患者数 

・実効再生産数（Ｒｔ） 

・K 値 

・濃厚接触者を除く PCR 等陽性率   



資 料 3

「コロナとのつきあい方滋賀プラン」に基づく
当面３月7日までの対応

（令和３年2月５日）

■感染拡大防止対策について

■Go to イートキャンペーンについて

家庭内での感染対策を徹底
（家庭で気を付けていただきたい ４つのポイント＋１）

基本的な感染対策の徹底！
手洗い、マスクの着用、３つの密の回避など

職場での感染対策を徹底
（職場内感染を防ぐ ４つのポイント）

会食について
会食は感染対策をした上で家族や普段一緒にいる人と

往来について
【県民の皆さまへ】

緊急事態宣言対象地域への不要不急の往来は控えて

【県外の皆さまへ】

緊急事態宣言対象地域から滋賀県への不要不急の往来は控えて

食事券の新規発行の一時停止を継続※
発行済みの食事券等の利用を控えるよう県民の皆さまへ要請

※現在、２月２８日までとなっている販売期限については、３月１日以降も延長される見込み

※なお、これらの対策については、今後の状況を踏まえ、３月７日を待たず
ステージ判断を含め必要な見直しを行っていく。
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家族を守るために
家庭で気を付けていただきたい

４つのポイント

家庭に
持ち込まない

基本的な感染
対策も十分に

家庭内で
拡げない

車の中でも
感染対策を

Point１ Point４Point２ Point３ ＋１

コロナに負けない
健康づくりを

＋１

家庭, 34%

施設, 10%

知人, 9%
職場, 8%

県外, 5%

飲食店, 2%

不明, 30%

調査中, 2%

感染経路別（1月1日～1月31日）
（N=948人）

家庭内での感染が
多くみられる

現 状

まず、家庭に持ちこまないことが重要
さらに家庭内でも予防対策を
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会食は感染対策をした上で
家族や普段一緒にいる人と

家庭に持ち込まない

親戚大勢が集まって食事をし、家庭内で感染拡大
友人とクリスマス会。その後参加者が家庭内で感染
拡大

これまでの感染事例では…

予防するためには

Point１

食事の時間をずらす
部屋を分ける
同室で過ごす場合はマスクの着用

風邪などの症状があったが、家族と同じ部屋で過
ごし、家庭内で感染拡大
普段接しない人とマスクなしの会話（会食の場な
ど）をし、家庭内で感染拡大

これまでの感染事例では…

家庭内で拡げない

予防するためには

Point２
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適度な換気
（エアコンを外気導入にし、窓を開ける）

マスクを着用

複数人の友人と車で出かけ、その後同乗者が家庭
内で感染拡大

これまでの感染事例では…

車の中でも感染対策を

予防するためには

Point３

帰宅時および飲食前には手洗い

基本的な感染対策も十分に

家庭内では、基本的な感染対策が不十分に
これまでの感染事例では…

咳エチケットの実践
タオルの共有をしない
部屋の定期的な換気
こまめな共有部分の消毒

Point４
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栄養や休養をしっかりとる

コロナに負けない健康づくりを

適度な運動の実施

ストレスをためない

＋１

6



職場内感染を防ぐ

４つのポイント

Point１

出勤前後 新しい働き方
の実践

Point４

仕事中

Point２

休憩時

Point３

感染経路が職場と推定される陽性者数の月別推移
（10月～1月）

職場内感染が
増加傾向！

現 状

職場に持ちこまないことが重要
さらに職場内でも予防対策を

（人）
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体調に違和感がある場合は
出勤を控える
会食は感染対策をした上で
家族や普段一緒にいる人と

出 勤 前 後
Point１

発熱や倦怠感などの体の不調を感じたにもかかわらず出勤し
たため、感染拡大
普段接していない人と飲食したため、感染拡大

これまでの感染事例では…

予防するためには

勤務中に体の不調を感じたものの、そのまま勤務を継続
したため、感染拡大
1時間に2回の換気ができていない執務室での感染拡大
車内でのマスクなしの会話や飲食をしたため、感染拡大

体に不調を感じた時は早めに申告
職場内でも適宜、手洗い・消毒・換気
対面で会話をするときはマスクの着用や
仕切りの設置
車内でもマスクの着用と換気を

これまでの感染事例では…

仕 事 中Point２

予防するためには
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会話の際はマスク着用
休憩・更衣・食事の時間をずらす
休憩時や喫煙時など一息つく場面
では特に注意

昼食時にマスク、仕切りなしで会話をしたため、感染拡大
休憩室や更衣室でマスクなしで会話をしたため、感染拡大

これまでの感染事例では…

休 憩 時
Point3

予防するためには

新しい働き方の実践

研修や会議の場での感染拡大

これまでの感染事例では…

テレワーク勤務の活用
ローテーション勤務の活用
時差出勤の活用
会議はオンラインで

Point４
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新型インフルエンザ等対策特別措置法 

第 24 条第９項に基づく要請について 

 

 

令和３年（2021 年）２月５日 

滋 賀 県 新 型 コロナウイルス 

感 染 症 対 策 本 部 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法第 24 条第 9 項に基づき、下記のとお

り協力の要請を行う。 

 

記 

 

 １ 感染対策の徹底 

 基本的な感染対策の徹底（手洗い、マスクの着用、３つの密の回避など） 

 会食は感染対策をした上で家族や普段一緒にいる人とする 

 家庭でも、咳エチケット、こまめな換気と加湿、取手・ノブなどの共用部分の消毒を実践 

 家族以外の方と接する場面（会食、寮などの共同生活、休憩室等）では、感染リスクが高

まる「５つの場面」に注意。特に、グラスや箸の共用を控え、会食時であっても会話の際

にはマスクを着用 

 感染者が多数確認されている地域では、より注意して行動 

 発熱等の症状がある場合は、自宅で休養 

 新型コロナウイルス感染拡大防止システム「もしサポ滋賀」、接触確認アプリ

「COCOA」の活用 

 

 ２ 施設・事業所における感染防止策の徹底 

 業種別感染拡大予防ガイドラインに基づく感染防止策の徹底。利用者にも感染防止策

への協力を依頼 

 新型コロナウイルス感染拡大防止システム「もしサポ滋賀」の導入と「感染予防対策実施

宣言書」の掲示 

 テレワーク・時差出勤の推進 
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 ３ 外出について（当面令和３年３月７日まで） 

 緊急事態宣言対象地域への不要不急の往来は控える 

 その他の感染者が多数確認されている地域への不要不急の往来は控える 

 緊急事態宣言対象地域から滋賀県への不要不急の往来を控える 

 

 ４ イベント開催について（当面令和３年２月末まで） 

（１） イベントを開催する場合は以下の目安で開催 

＜基本的な考え方＞ 

必要な感染防止策が担保される場合には、収容率と人数上限でどちらか小さいほうを

限度（両方の条件を満たす必要）とする。 

時期 収容率の目安 人数上限の目安 

当面令和３

年２月末ま

で 

 大声での歓声・声援等が

ないことを前提としうる

もの 
・クラシック音楽コンサート、

演劇等、舞踊、伝統芸能、芸

能・演芸、公演・式典、展示会 

等 

・飲食を伴うが発声はないも

の（※１） 

大声での歓声・声援等が

想定されるもの 

 
・ロック、ポップコンサート、ス

ポーツイベント、公営競技、公

演、ライブハウス・ナイトクラ

ブでのイベント 等 

① 収容人数 10,000 人超 

 ⇒収容人数の 50% 

 

②収容人数 10,000 人以下 

 ⇒5,000 人 

 

100％以内 
席がない場合は適切な間隔 
（最低限人と人が接触しない

程度の間隔） 

50％以内（※２） 
席がない場合は十分な間隔 

（１ｍ） 

※１ これまで、「イベント中の食事を伴う催物」は、大声での歓声・声援等が想定されるものと扱っ

てきたが、今後、必要な感染防止策が担保され、イベント中の発声がない場合に限り、イベン

ト中の食事を伴う場合についても、「大声での歓声・声援等がないことを前提としうるもの」

と取り扱うこととする。 

※２ 異なるグループ間では座席を１席空け、同一グループ（５人以内に限る。）内では座席間隔を

設けなくともよい。すなわち、収容率は 50%を超える場合がある。 

   

（２） 大規模イベントにおける感染防止策の事前相談 

全国的な移動を伴うイベントや参加者が 1,000 人を超えるようなイベントの開催

を予定されている場合の滋賀県新型コロナ対策相談コールセンターへの相談 

【滋賀県新型コロナ対策相談コールセンター】 

〇 電話番号：０７７－５２８－１３４４ 

〇 開設時間：9:00～17:00（平日のみ） 
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５「 つの場面」

感染リスクが高まる

• 飲酒の影響で気分が高揚すると同時に注意
力が低下する。また、聴覚が鈍麻し、大き
な声になりやすい。

• 特に敷居などで区切られている狭い空間
に、長時間、大人数が滞在すると、感染リ
スクが高まる。

①飲酒を伴う懇親会

• また、回し飲みや箸な
どの共用が感染のリス
クを高める。

• 長時間におよぶ飲食、接待を伴う飲食、深
夜のはしご酒では、短時間の食事に比べ
て、感染リスクが高まる。

②大人数や長時間に
およぶ飲食

• 大人数、例えば５人以
上の飲食では、大声に
なり飛沫が飛びやすく
なるため、感染リスク
が高まる。

③マスクなしでの会話
• マスクなしに近距離で会話をすることで、飛沫感染や

マイクロ飛沫感染での感染リスクが高まる。
• マスクなしでの感染例としては、昼カラオケなどでの

事例が確認されている。
• 車やバスで移動する際の車中でも注意が必要。

④狭い空間での共同生活
• 狭い空間での共同生活は、長時間にわた
り閉鎖空間が共有されるため、感染リス
クが高まる。

• 寮の部屋やト
イレなどの共
用部分での感
染が疑われる
事例が報告さ
れている。

⑤仕事から休憩室などへの
居場所の切り替わり

• 仕事での休憩時間に入った時など、居場所
が切り替わると、気の緩みや環境の変化に
より、感染リスクが高まることがある。

• 休憩室、喫煙所、更衣室での感染が疑われ
る事例が確認されている。

13



新型コロナウイルスワクチン接種の推進について

資料４



 



新型コロナウイルスワクチン接種の推進における本県の取組状況 

 

１ 方針 

ワクチン接種は、知事を本部長とする「滋賀県新型コロナウイルス感染症対策本部」に位置付け、

市町や医療機関等と「連携」を図りながら、「安全・安心」かつ「着実」に推進する。 

２ 体制の整備 

   対策本部内に設置している「感染症対策班」に、令和 3 年 1 月 4 日に「ワクチン接種推進チーム」

を立ち上げ、2 月 1 日には 13 人体制（総括と 12 人）に強化を図った。 

 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
本
部 

  総務・企画班      

   1 総務・物資チーム 

   2 調査チーム 

   3 相談・外来・検査体制整備チーム 

  
感染症対策班 

4 入院・搬送調整チーム 

  5 宿泊療養施設開設・運営支援チーム 

   6 自宅療養支援チーム 

   7 情報・疫学統計チーム 

   8 クラスター対策チーム 

  経済・雇用 

対策班 

9 こころのケアチーム 

  10 緊急包括支援交付金チーム 

   11 

ワクチン接種推進チーム R3.1.4 設置 

総括 1 人、総務グループ 2 人、市町支援
グループ 3 人、接種対策グループ４人、 
流通調整グループ 3 人 

  教育班      

 

３ 市町事務にかかる調整 

（１）市町が印刷する接種券について、滋賀県国民健康保険団体連合会（国保連）と調整を図り、

個別に国保連と委託契約できるように市町の負担軽減を図った。 

（２）市町への説明会および情報交換会をそれぞれ開催し、制度の共通理解を図った。 

（３）市町における人員体制の整備、医療機関との調整・契約、特設会場の準備など、体制確保

事業に係る進捗状況について、国の統一調査をもとに把握し、それを市町にフィードバック

することで情報共有を図った。 

（４）市町で実施されるワクチン接種において、医療従事者の確保、会場運営が困難などの課 

題を把握し、その解決に向けて県としてできる限り協力していく。 
 

⇒市町の課題と県の対応については「別添１」のとおり 
 

（５）各市町に担当者が出向いて状況を確認し、フォローしていく。 
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４ 医療従事者等への接種の実施体制の確保 

  ⇒「別添２」のとおり 

 

５ ワクチンの流通調整 

（１）卸売販売業者の担当地域の調整 

・医薬品の卸売販売については、複数の卸売業者と取引のある医療機関が多く存在し、どの

卸業者がどの医療機関にワクチンを納品するかで混乱を生じる可能性がある。 

・そこで、あらかじめ、地域毎にワクチンの流通を担当する地域担当卸を設定することで、ワク

チンの流通を円滑にするため、滋賀県医薬品卸協会と調整し、地域ごとに担当する卸業者（５

社）を選定した。 

（２）ワクチン流通のためのコーディネーター（２人を予定）の配置（２月予定） 

・国から県へのワクチンの分配量決定を受け、県内で円滑に流通するため、市町および医療

機関等と調整し、市町単位の分配量を決定する。 

 ・ワクチン接種円滑化システム（V-SIS）の入力や接種者リストのとりまとめ等を行う。 

 
６ 専門的相談体制の確保 

市町で対応困難なワクチンの副反応など、県民からの専門的な相談を受けるコールセンタ

ーを設置する。（３月予定）(看護師、薬剤師を含む５人体制を予定)  
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別添１ 

市町の課題等に対する県の対応 

 

１ 各市町の取組状況 

 ・ワクチン接種に係る担当部署の立ち上げ。 

 ・接種に向けて医師会等と連携し、集団接種（病院、診療所、特設会場）にかかる実施計画の

作成。 

 ・特設会場における専門職（医師、看護師）の確保の調整。 

 ・接種における医療物資の確保・調達。 

 ・接種開始に向けてコールセンター設置。 

 ・接種歴を管理するための予防接種台帳システムの改修。 

 ・接種券の印刷・発送の準備。 

 

２ 各市町の課題等への対応 

（１）特設会場における専門職の確保 

  〈課題等〉 

   特設会場における医師、看護師の確保が難しい。 

  【県の対応】 

   関係団体に改めて協力依頼を行う。また、人材派遣での確保などの方法を検討していく。 

 

（２）ワクチンの配備計画 

  〈課題等〉 

   ワクチンが、いつ・どれだけ配備されるのか不透明な状況で、会場の確保や予約を受け付

けることが困難である。 

  【県の対応】 

   ワクチン配備のスケジュールについて、市町が会場の準備や接種日時の確定などが適切に

行えるよう、計画的な配備を国に要望していく。 

 

（３）専門的な医療機関の確保 

  〈課題等〉 

   ワクチン接種の副反応が発生した場合に、専門的な医療機関で受診できる体制を整備して

ほしい。 

  【県の対応】 

   ワクチンの副反応について、県民から専門的な相談を受けるコールセンターを設置すること

としている。また、厚生労働省から副反応に対応できる医療機関を県で確保するよう通知が発

出されたことから、今後、関係団体と連携し、専門的な医療機関への協力依頼を行っていく。 
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（４）接種順位 

  〈課題等〉 

   高齢者施設の中でも 40～60 歳の方が入所されている場合がある。市の判断で接種順位を

上げられないか。 

  【県の対応】 

   接種順位は、国において決定されるため、市独自の判断で行うことはできないが、要望があ

ったことを厚生労働省に伝える。 

 

（５）ワクチン接種円滑化システム 

  〈課題等〉 

   自治体、医療機関、卸業者との間でワクチン配分などの情報伝達を行うためのシステムに

ついて、その操作方法等などを県から市町に情報提供してもらいたい。 

  【県の対応】 

   国から２月中旬に公開されるシステムを確認したうえで、対応を検討していく。 

 

（６）特設会場における診療所開設届等 

  〈課題等〉 

   特設会場における県保健所への診療所開設届について、手続きが大変である。 

  【県の対応】 

   厚生労働省から、ワクチン接種の診療所開設届の簡素化についての通知が発出されたこと

から、県保健所において、その通知に沿った対応を行っていく。 

 

（７）医療従事者の報酬 

  〈課題等〉 

   医療従事者の報酬の単価を県内で統一してほしい。 

  【県の対応】 

   市町や県医師会等の関係団体と、今後、調整することを検討する。 
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別添２ 

医療従事者等へのワクチン接種 

 

１ 医療機関での医療従事者への接種 

 

（１）国が示した接種体制 

 

 

（２）基本型接種施設 

・ディープフリーザーを配置した拠点施設（2 月末までに国から配置） 

・1,000 人超を接種 

・自施設の職員に接種する他、地域の医療従事者の接種の受け入れ。 

・連携型接種施設に対し、ワクチンを小分けし譲渡する。 

 

（３）連携型接種施設 

・医療従事者等への接種に当たり、概ね 100 人以上の接種を行う施設。 

・自施設の職員に接種する他、地域の医療従事者等にも接種。 

・基本型接種施設から、ワクチンを冷蔵で移送し接種を実施。 
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２ 医療従事者等のワクチン接種対象者の調査今後の接種計画 

 

（１）医療従事者等に対するワクチン接種に関する調査 

○調査期間：１月８日～２月４日 

 

○２月１日時点の調査結果 

①病院 

 施設数 接種希望者数 

基本的接種施設 １６ 13,823 

連携型 

（自院のみ接種を含む） 
３０ 11,610 

他院で接種希望 １０ 1,872(*) 

接種希望なし ２ - 

計 ５８ 27,305 

 

②病院以外の接種希望者 

診療所 歯科 薬局 自治体等 搬送機関等 計 

7,163 2,871 2,075 279 1,161 13,504(*) 

 

（県内計 27,305（①）＋13,504（②） ＝ 40,809 人） 

 

 ③上記(*)の従事者等（外部接種従事者等）は、医療機関である基本的接種施設または連携型

施設で接種。 

・ (*)  1,872（他院で希望）＋13,504（病院以外の接種希望者） ＝ 15,376 人 

・医療機関である基本的接種施設および連携型接種施設で按分。 

 各病院と調整していく。 

・外部接種従事者等については、国の医療従事者の範囲の拡大により、増加する可能性が

ある。 

 

（２）外部接種従事者等に対して、「医療従事者等優先接種予定者リスト」の登録依頼 

①外部接種従事者等のワクチン接種円滑化システム（Ｖ－ＳＹＳ）への登録のため、医療機関

（診療所、歯科、薬局）に対して、「医療従事者等優先接種予定者リスト」の作成を通知依頼。 

（２月中旬） 

※ 自施設で自職員を接種する施設（基本的接種施設や連携型接種施設）は、自施設でＶ－ＳＹＳ

へ入力し、接種予定者リストが作成される。） 

しがネット受付サービス等を利用し、施設毎に報告してもらう。（約 2,000 施設） 

ネットサービスを利用できない施設は、ＦＡＸまたは郵送により報告。 
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② Ｖ－ＳＹＳへの入力 

・リストおよび接種機関を入力 

基本的接種施設等の調整按分した接種者数に基づき、接種予定者の具体的接種機関を入

力。 

 

 

（３）Ｖ－ＳＹＳによる接種券付き予診票の出力および送付。 

外部接種従事者等に対して接種券付き予診票を送付。（15,000 人を想定） 

 

 

（４）外部接種従事者は、予約システム等において、指定された接種機関において、接種日時を

予約。 

システム予約できない接種予定者は、県の電話窓口において、予約受付 
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令和２年12月25日現在

大津市にお住まいの方 ０７７－５２６－５４１１ 毎日　２４時間

大津市以外にお住まいの方 ０７７－５２８－３６２１ 毎日　２４時間

大津市にお住まいの方 ０７７－５２２－７２２８ 平日　９：００～１７：００

大津市以外にお住まいの方 ０７７－５２８－３６３７ 毎日　８：３０～１７：１５

　感染拡大防止に関すること
　（もしサポ滋賀、イベント開催等）

滋賀県新型コロナ対策相談コールセンター ０７７－５２８－１３４４ 平日　９：００～１７：００

新型コロナ人権相談ほっとライン
（人権侵害を受けた方専用の相談窓口）

０７７－５２３－７７００
（電話・FAX）

月・火・水・金
10:00～12:00　13:00～16:00
（祝日を除く）

(公財)滋賀県人権センター　人権相談室
０７７－５２７－３８８５
（電話・FAX）

月・火・水・金
10:00～12:00　13:00～16:00
（祝日を除く）

大津地方法務局人権擁護課

0570-003-110
（全国共通）
※最寄りの法務局または支局に
つながります。

平日　８：３０～１７：１５

県庁　子ども・青少年局家庭支援推進室 ０７７－５２８ー３５５４ 平日　８：３０～１７：１５

滋賀県ひとり親家庭総合サポートセンター ０７７－５２６－８８０１
平日、第１・３土曜日
９：００～１７：００

　障害者施策に関すること　 県庁　障害福祉課 ０７７－５２８－３５４１ 平日　８：３０～１７：１５

　障害者の皆さんの困りごとに
　関すること

県庁　障害福祉課

☎電話
　０７７－５２１－１１７５
📠ファックス
　０７７－５２８－４８５３
✉メール
　ec0006@pref.shiga.lg.jp

平日　９：００～１７：００

精神保健福祉センター ０７７－５６７－５０１０ 平日　９：００～１６：００

滋賀県自殺予防電話相談 ０７７－５６６－４３２６ 毎日　９：００～２１：００

滋賀いのちの電話 ０７７－５５３ー７３８７ 金～日　１０：００～２２：００

　子どもを守る虐待ホットライン 中央子ども家庭相談センター ０７７－５６２ー８９９６ 毎日　２４時間

　児童相談所虐待対応ダイヤル 各子ども家庭相談センター
（中央、彦根、大津・高島）

（局番なし）１８９ 毎日　２４時間

　子どもや子育ての悩みの相談 滋賀県子ども・子育て応援センター
［こころんだいやる］

０７７－５２４－２０３０ 毎日  ９：００～２１：００

中央子ども家庭相談センター（女性専用） ０７７－５６４－７８６７ 毎日  ８：３０～２２：００

彦根子ども家庭相談センター（女性専用） ０７４９－２４－３７４１ 平日　８：３０～１７：１５

県立男女共同参画センター
（夫婦・家族、離婚などの悩みを含む）

０７４８－３７－８７３９

火・水・金～日
9:00～12:00、13:00～17:00
木
9:00～12:00、17:00～20:30
(月、祝日の翌日等を除く)

　妊婦向け相談窓口
子育て・女性健康支援センター
※無症状の分娩前妊婦向けウイルス検査については、
かかりつけ産科医療機関にご相談ください。

０７７－５５３－３９３１ 平日　１０：００～１６：００

　消費生活相談に関すること
県消費生活センター
各市町消費生活相談窓口
国民生活センター

（局番なし）１８８
または
県消費生活センター
０７４９－２３－０９９９

県消費生活センター
月～土　９：１５～１６：００
（祝日を除く）

経済産業省　中小企業金融相談窓口 ０５７０－７８３１８３ 平日・土日祝日　9:00～19:00

滋賀県よろず支援拠点 ０７７－５１１－１４２５ 平日　９：００～１７：４５

滋賀労働局　雇用環境・均等室
総合労働相談コーナー

０７７－５２２－６６４８ 平日　８：３０～１７：１５

滋賀県労働相談所
０１２０－９６７－１６４
０７７－５１１－１４０２

平日　１０：００～１７：００
（12:30～13:30除く）

県庁　労働雇用政策課 ０８０－１５１４－００５１ 平日　８：３０～１７：１５

滋賀県造林公社（林業労働力確保支援センター）
 ※林業に関すること

０７７－５２２－０３０７ 平日　８：３０～１７：１５

しがジョブパーク ０７７－５６３－０３０１
月～土　９：００～１７：００
（祝日を除く）

シニアジョブステーション滋賀 ０７７－５２１－５４２１
平日　８：３０～１７：００
（祝日を除く）

滋賀マザーズジョブステーション

（近江八幡）
０７４８－３６ー１８３１
（草津駅前）
０７７－５９８－１４８０

（近江八幡）
火～日　９：００～１７：００
[月、祝日の翌日等を除く]
（草津駅前）
平日　９：００～１７：００
[土、日、祝日を除く]

滋賀県母子家庭等就業・自立支援センター ０７４８－３７－５０８８
火～日　９：００～１７：００
[月、祝日の翌日等を除く]

　外国語
がいこくご

での相談
そうだん

しが外国人相談センター
がいこくじんそうだん

　でんわ
☎電話
　０７７－５２３－５６４６
📠ファックス
　０７７－５１０－０６０１
✉メール
　mimitaro@s-i-a.or.jp

月～金曜日　１０：００～１７：００
げつ～きんようび １０：００～１７：００

ポルトガル語
ご

、スペイン語
ご

、英語
えいご

、タガログ

語
ご

、ベトナム語
ご

を含
ふく

む12言語
げんご

で対応
たいおう

　県税に関すること
　（最寄りの県税事務所へ
　お問い合わせください。）

西部県税事務所
西部県税事務所高島納税課
南部県税事務所
中部県税事務所
中部県税事務所甲賀納税課
東北部県税事務所
東北部県税事務所湖東納税課
自動車税事務所

０７７－５２２－９８０２
０７４０－２５－８０１２
０７７－５６７－５４０６
０７４８－２２－７７０７
０７４８－６３－６１０６
０７４９－６５－６６０６
０７４９－２７－２２０６
０７７－５８５－７２８８

平日　８：３０～１７：１５

　文化芸術活動に関すること
文化芸術公演支援事業　事務局
（公益財団法人びわ湖芸術文化財団　内）

０７７－５２３－７１３３
  ９：００～１２：００
１３：００～１７：００
（毎週火曜日を除く）

※年末年始の閉庁日等は電話がつながらない場合があります。

　ひとり親家庭福祉に関すること

　こころの悩みに関すること

　眠れない、生きていることがつ
　らい、しんどいという方の相談

　DVに関すること

　労働相談窓口

　事業者向け相談窓口

　大学生・若者・就職氷河期世代、
　シニア、子育て期の女性など、
　それそれの立場に応じた就労相談

どこへ相談したらいいか分からない場合は、各種支援策のワンストップ相談窓口　☎077-525-5670　までお電話ください。

　受診に関すること
　（受診・相談センター）

　その他新型コロナウイルス
　感染症に関すること
　（一般電話相談窓口）

　人権相談に関すること

各種相談窓口一覧


